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寄  稿は
じ
め
に 

　

国
税
の
消
滅
時
効
に
関
し
て
は
国
税
通
則
法
七

十
二
条
、
七
十
三
条
に
規
定
が
あ
る
が
、
消
滅
時

効
の
開
始
時
期
が
民
法
の
定
め
る
私
法
上
の
債
権

の
消
滅
時
効
の
開
始
時
期
と
は
少
し
異
な
る
。

　

消
滅
時
効
に
つ
い
て
、
民
法
と
国
税
通
則
法
（
以

下
、
通
則
法
）
の
規
定
を
簡
単
に
み
て
お
き
、
両

者
を
比
較
し
、
国
税
の
消
滅
時
効
の
特
徴
を
考
え

て
み
よ
う
。

一
．
民
法
が
定
め
る
債
権
の
消
滅
時
効
と

除
斥
期
間

１
．
民
法
の
定
め
る
消
滅
時
効

（
１
）
消
滅
時
効

　

権
利
を
有
す
る
者
が
一
定
期
間
何
も
せ
ず
に
放
っ

て
お
く
と
、
そ
の
権
利
が
消
滅
し
て
し
ま
う
─
─

こ
れ
が
消
滅
時
効
で
あ
る
。

　

民
法
一
六
七
条
が
原
則
を
定
め
て
い
る
。
債
権

は
十
年
、
債
権
・
所
有
権
以
外
の
財
産
権
（
地
上

権
、
地
役
権
等
）
は
二
十
年
で
あ
る
。
そ
の
他
に

民
法
一
六
九
〜
一
七
四
条
に
短
期
消
滅
時
効
の
定

め
が
あ
る
。

　

制
度
趣
旨
に
つ
い
て
は
、「
権
利
の
上
に
眠
る

者
」
は
保
護
に
値
し
な
い
等
、
様
々
な
説
明
が
さ

れ
て
い
る
（
注
１
）
が
、
消
滅
時
効
す
べ
て
に
つ

い
て
合
理
的
に
説
明
で
き
る
も
の
は
な
い
。
例
え

ば
、
債
務
者
に
同
情
し
て
請
求
を
せ
ず
に
い
た
場

合
、「
権
利
の
上
に
眠
っ
て
い
た
」
と
は
い
え
な
い
。

　

時
効
期
間
の
計
算
で
は
、
初
日
不
算
入
の
原
則

（
民
法
一
四
〇
条
）
が
適
用
さ
れ
、
権
利
を
行
使

で
き
る
日
の
翌
日
が
一
日
目
と
な
る
。

　

時
効
の
効
果
の
利
益
を
受
け
る
た
め
に
は
、
援

用
を
要
す
る
（
民
法
一
四
五
条
）。
援
用
と
は
、
時

効
の
利
益
を
受
け
よ
う
と
す
る
意
思
表
示
で
あ
る
。

　

時
効
の
利
益
は
予
め
放
棄
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
（
民
法
一
四
六
条
）
が
、
時
効
完
成
後
は
放
棄

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

消
滅
時
効
に
は
、
中
断
と
停
止
が
定
め
ら
れ
て

い
る
。
除
斥
期
間
に
は
、
中
断
は
な
い
。
こ
れ
が

時
効
と
除
斥
期
間
の
大
き
な
違
い
で
あ
る
。

（
２
）
中
断

　

中
断
と
は
、
時
効
の
進
行
中
に
一
定
の
事
由
が

発
生
す
る
と
、
こ
れ
ま
で
経
過
し
た
期
間
は
零
と

な
り
、
そ
の
事
由
が
や
ん
で
か
ら
新
た
に
時
効
が

進
行
す
る
こ
と
を
い
う
。
例
え
ば
、
消
滅
時
効
十

年
の
債
権
に
つ
い
て
、
時
効
が
進
行
し
て
九
年
目

に
一
定
の
事
由
が
生
じ
れ
ば
、
そ
の
事
由
が
や
ん

で
か
ら
、
さ
ら
に
十
年
経
過
す
る
ま
で
は
時
効
が

完
成
し
な
い
。

　

民
法
一
四
七
条
は
、
中
断
の
効
果
の
発
生
す
る

一
定
の
事
由
と
し
て
、
①
請
求
、
②
差
押
え
、
仮

差
押
え
又
は
仮
処
分
、
③
承
認
を
定
め
て
い
る
。

　

請
求
は
、
何
ら
か
の
形
で
裁
判
所
が
関
与
す
る

手
続
き
が
要
求
さ
れ
て
い
る
。「
払
っ
て
く
れ
」

と
書
面
で
請
求
し
て
も
中
断
の
効
力
は
生
じ
な
い

（
も
っ
と
も
、
六
ヶ
月
以
内
に
裁
判
所
が
関
与
す
る
手
続

き
を
行
え
ば
、
請
求
し
た
時
に
遡
っ
て
中
断
の
効
力
が
生

じ
る
）。

　

承
認
と
は
、
債
務
者
が
「
借
り
て
い
ま
す
」
と

債
権
者
に
対
し
て
債
務
の
存
在
を
認
め
る
こ
と
で

あ
る
。

　

時
効
期
間
は
、「
権
利
を
行
使
で
き
る
時
」
か

ら
進
行
す
る
（
民
法
一
六
六
条
一
項
）。
権
利
を

行
使
で
き
る
時
と
は
、「
払
っ
て
く
れ
」
と
請
求

税
の
消
滅
時
効
に
つい
て
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で
き
る
時
で
あ
る
か
ら
、
期
限
が
定
め
ら
れ
て
い

れ
ば
期
限
が
到
来
し
た
時
か
ら
時
効
が
進
行
す
る
。

期
限
の
定
め
が
な
け
れ
ば
、
債
権
者
は
い
つ
で
も

請
求
で
き
る
（
民
法
四
一
二
条
三
項
）
か
ら
、
原

則
と
し
て
債
権
成
立
の
時
か
ら
時
効
が
進
行
す
る
。

（
３
）
停
止

　

時
効
の
期
間
の
満
了
の
時
に
当
た
り
、
天
災
そ

の
他
避
け
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
変
の
た
め
時
効

を
中
断
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
そ
の
障

害
が
消
滅
し
た
時
か
ら
二
週
間
を
経
過
す
る
ま
で

の
間
は
、時
効
は
完
成
し
な
い
（
民
法
一
六
一
条
）

と
停
止
を
定
め
て
い
る
。

　

停
止
は
、
時
効
の
進
行
を
一
時
中
断
さ
せ
る
だ

け
で
あ
り
、
中
断
の
よ
う
に
進
行
し
て
い
る
時
効

を
振
り
出
し
に
戻
す
効
果
は
な
い
が
、
停
止
期
間

中
に
中
断
の
手
続
き
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の

効
果
を
生
じ
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

例
え
ば
、
時
効
完
成
直
前
に
大
地
震
に
よ
り
中

断
の
手
続
き
を
す
る
こ
と
が
不
可
能
と
な
っ
た
場

合
、
手
続
き
が
可
能
と
な
っ
て
か
ら
二
週
間
以
内

に
中
断
の
手
続
き
を
す
れ
ば
、
中
断
の
効
力
が
生

じ
、
そ
れ
ま
で
進
行
し
た
時
効
は
振
り
出
し
に
戻

り
、
新
た
に
時
効
が
進
行
す
る
こ
と
に
な
る
。

※
（
注
１
）
時
効
を
正
当
化
す
る
根
拠
と
し
て
、
次
の
三

点
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。

①
長
期
間
存
続
し
て
い
る
事
実
状
態
を
尊
重
し
て
、
社

会
秩
序
や
法
律
関
係
の
安
定
を
図
る
。

②
「
権
利
の
上
に
眠
る
者
」
は
保
護
に
値
し
な
い
。

③
あ
ま
り
に
も
古
い
過
去
の
事
実
に
つ
い
て
の
立
証
の

困
難
性
か
ら
開
放
す
る
。

２
．
民
法
の
定
め
る
除
斥
期
間

　

消
滅
時
効
と
似
て
非
な
る
も
の
に
除
斥
期
間
が

あ
る
。
一
定
の
期
間
内
に
権
利
を
行
使
し
な
い
と

権
利
が
消
滅
す
る
と
す
る
点
で
消
滅
時
効
と
共
通

し
た
法
的
性
質
を
も
つ
が
、
中
断
が
な
い
と
こ
ろ

が
大
き
く
異
な
る
。
但
し
、
停
止
は
認
め
る
べ
き

だ
と
す
る
説
が
多
数
で
あ
る
。
援
用
が
不
要
と
さ

れ
る
点
も
消
滅
時
効
と
異
な
る
。

　

不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
期
間
の

制
限
に
つ
い
て
定
め
た
民
法
七
二
四
条
の
後
段
の

二
十
年
が
除
斥
期
間
と
解
さ
れ
て
い
る
（
前
段
の

三
年
は
消
滅
時
効
で
あ
る
）（
注
２
）。

※
（
注
２
）
民
法
七
二
四
条

　

不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
の
請
求
権
は
、
被
害
者
又
は

そ
の
法
定
代
理
人
が
損
害
及
び
加
害
者
を
知
っ
た
時
か
ら
三

年
間
行
使
し
な
い
と
き
は
、
時
効
に
よ
っ
て
消
滅
す
る
。
不

法
行
為
の
時
か
ら
二
十
年
を
経
過
し
た
と
き
も
同
様
と
す
る
。

二
．
国
税
の
更
正
・
決
定
の
期
間
制
限
と

消
滅
時
効

　

国
税
債
権
（
法
令
上
は
国
税
の
徴
収
権
と
呼
ん
で
い

る
）
は
、
申
告
、
更
正
・
決
定
、
賦
課
決
定
に
よ

り
確
定
し
、
納
付
、
消
滅
時
効
の
完
成
に
よ
り
消

滅
す
る
。

　

通
則
法
は
、
更
正
・
決
定
、
賦
課
決
定
に
つ
い

て
は
除
斥
期
間
を
、
税
の
徴
収
権
に
つ
い
て
は
消

滅
時
効
を
定
め
て
い
る
。
以
下
の
記
述
は
、
説
明

を
簡
略
化
す
る
た
め
に
代
表
的
な
国
税
で
あ
る
法

人
税
、
所
得
税
を
意
識
し
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

１
．
国
税
の
更
正
・
決
定
の
期
間
制
限
（
除
斥
期

間
）
─
平
成
二
十
四
年
度
改
正
後

　

更
正
・
決
定
が
で
き
る
期
間
は
、
法
人
税
、
所

得
税
共
に
法
定
申
告
期
限
か
ら
五
年
で
あ
る
（
通

則
法
七
〇
条
一
項
一
号
）。（
法
人
税
の
純
損
失
等

に
係
る
も
の
は
九
年
（
通
則
法
七
〇
条
二
項
））　

但
し
、
脱
税
に
つ
い
て
は
七
年
で
あ
る
（
通
則
法

七
〇
条
四
項
）（
注
３
）。
脱
税
に
つ
い
て
は
厳
し

く
、
と
の
趣
旨
で
あ
る
。

　

な
お
、
こ
れ
ら
の
期
間
は
除
斥
期
間
で
あ
り
中

断
は
な
い
。

※
（
注
３
）
贈
与
税
に
つ
い
て
は
、
相
続
税
法
三
六
条
に

特
則
が
あ
る
。
脱
税
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
、
所
得
税
と

同
様
、
法
定
申
告
期
限
か
ら
七
年
で
あ
る
が
、
そ
れ
以
外

は
五
年
で
は
な
く
、
六
年
で
あ
る
か
ら
注
意
を
要
す
る
。

２
．
国
税
の
徴
収
権
の
消
滅
時
効

（
１
）
消
滅
時
効

　

国
税
の
徴
収
権
は
、
原
則
と
し
て
法
定
納
期
限

か
ら
五
年
間
行
使
し
な
い
こ
と
に
よ
っ
て
消
滅
す

る
（
通
則
法
七
二
条
一
項
）。
但
し
、
偽
り
そ
の

他
の
不
正
行
為
に
よ
っ
て
税
額
を
免
れ
、
ま
た
は
、

還
付
を
受
け
た
国
税
（
脱
税
）
に
つ
い
て
は
、
法

定
申
告
期
限
か
ら
二
年
間
は
進
行
し
な
い
（
通
則

法
七
三
条
三
項
本
文
）
と
停
止
を
定
め
て
い
る
か
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ら
、
脱
税
は
実
質
的
に
は
七
年
と
な
る
。
し
か
し
、

消
滅
時
効
そ
の
も
の
が
七
年
に
な
る
わ
け
で
は
な

い
の
で
、
中
断
後
は
五
年
を
経
過
す
れ
ば
消
滅
時

効
が
完
成
す
る
。

　

国
税
債
権
の
消
滅
時
効
は
民
法
の
規
定
と
異
な

り
、
援
用
を
必
要
と
せ
ず
、
ま
た
、
時
効
の
完
成

前
後
を
問
わ
ず
、
時
効
の
利
益
を
放
棄
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
（
通
則
法
七
二
条
二
項
）。
そ
の
他
、

通
則
法
に
定
め
の
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
民
法

の
規
定
が
準
用
さ
れ
る
（
通
則
法
七
二
条
三
項
）。

（
２
）
中
断

　

国
税
債
権
の
消
滅
時
効
の
中
断
事
由
と
し
て
、

①
更
正
・
決
定
②
各
種
加
算
税
の
賦
課
決
定
③
納

税
の
告
知
④
督
促
⑤
交
付
要
求
を
定
め
て
い
る

（
通
則
法
七
三
条
一
項
）。
こ
れ
ら
の
処
分
の
効
力

が
生
じ
た
と
き
に
時
効
は
中
断
し
、
こ
れ
ら
の
処

分
に
係
る
税
額
の
納
期
限
、
そ
の
他
所
定
の
期
間

が
経
過
し
た
と
き
に
新
た
に
進
行
が
開
始
す
る
。

更
正
・
決
定
の
場
合
、
更
正
・
決
定
の
通
知
書
が

発
せ
ら
れ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
月
を
経

過
す
る
日
が
納
期
限
で
あ
り
（
通
則
法
三
五
条
二

項
二
号
）、
そ
の
日
か
ら
新
た
に
時
効
が
進
行
す

る
こ
と
に
な
る
（
通
則
法
七
三
条
一
項
一
号
）。

　

時
効
中
断
の
効
果
が
及
ぶ
の
は
、
中
断
事
由
と

な
る
処
分
に
係
る
部
分
の
税
額
で
あ
る
か
ら
（
通
則

法
七
三
条
一
項
本
文
）、
増
額
更
正
の
場
合
、
時
効
が

中
断
さ
れ
る
の
は
増
差
税
額
の
部
分
に
限
ら
れ
る
。

　

国
税
債
権
の
時
効
に
つ
い
て
、
通
則
法
に
別
段

の
定
め
の
な
い
事
項
は
民
法
が
準
用
さ
れ
る
の
で
、

差
押
や
、
承
認
が
あ
っ
た
も
の
と
し
て
期
限
後
申

告
、
法
定
納
期
限
後
の
修
正
申
告
も
時
効
中
断
の

事
由
（
民
法
一
四
七
条
三
号
参
照
）
と
な
る
と
解

さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
場
合
、
申
告
し
た
日
が

納
期
限
と
な
る
か
ら
、
そ
の
日
か
ら
新
た
に
時
効

が
進
行
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

な
お
、
税
務
調
査
が
開
始
さ
れ
た
だ
け
で
は
、

ま
だ
更
正
・
決
定
の
処
分
が
な
さ
れ
て
い
な
い
の

で
中
断
の
効
果
は
生
じ
な
い
。

（
３
）
停
止

　
（
１
）
に
述
べ
た
通
り
、
脱
税
に
つ
い
て
は
時

効
の
停
止
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
脱
税
に
係
る
税

額
に
つ
い
て
の
時
効
は
、
法
定
納
期
限
か
ら
二
年

間
は
進
行
し
な
い
（
通
則
法
七
三
条
三
項
本
文
）。

一
項
の
五
年
と
あ
わ
せ
、
実
質
的
に
七
年
が
時
効

期
間
で
あ
り
、
脱
税
の
場
合
の
更
正
・
決
定
の
出

来
う
る
期
間
と
同
一
で
あ
る
（
脱
税
に
つ
い
て
は
、

通
則
法
七
〇
条
四
項
の
規
定
に
よ
り
法
定
納
期
限
か
ら
七

年
を
経
過
す
る
日
ま
で
す
る
こ
と
が
で
き
る
─
─
二
の
１
．

参
照
）。
こ
の
規
定
が
な
い
と
、
仮
に
法
人
税
の

脱
税
に
つ
い
て
、
法
定
納
期
限
か
ら
六
年
を
経
過

す
る
日
に
更
正
・
決
定
を
し
た
と
し
て
も
、
既
に

法
定
納
期
限
か
ら
五
年
を
経
過
す
る
日
に
徴
収
権

の
消
滅
時
効
が
完
成
し
て
お
り
、
徴
収
権
の
な
い

無
意
味
な
も
の
と
な
っ
て
し
ま
う
。

　

但
し
、
脱
税
に
係
る
税
額
に
つ
き
、
法
定
納
期

限
の
翌
日
か
ら
同
日
後
二
年
を
経
過
す
る
日
ま
で

の
間
に
、
納
税
申
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
場
合
に

は
そ
の
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
日
の
翌
日
か
ら
、

更
正
・
決
定
が
あ
っ
た
場
合
は
そ
の
通
知
書
が
発

せ
ら
れ
た
日
の
翌
日
か
ら
時
効
が
進
行
す
る
。
こ

れ
ら
の
納
税
申
告
書
の
提
出
、
更
正
・
決
定
の
処

分
が
法
定
納
期
限
ま
で
に
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、

法
定
納
期
限
の
翌
日
か
ら
時
効
が
進
行
す
る
（
通

則
法
七
三
条
三
項
但
書
）。

三
．
国
税
の
徴
収
権
の
消
滅
時
効
の
特
色

１
．
中
断
事
由

　

民
法
の
定
め
る
消
滅
時
効
の
中
断
事
由
は
①
請

求
、
②
差
押
え
、
仮
差
押
え
又
は
仮
処
分
、
③
承

認
と
、
債
務
確
定
後
に
発
生
す
る
事
由
で
あ
り
、

債
務
を
確
定
さ
せ
る
行
為
は
含
ま
れ
な
い
。

　

と
こ
ろ
が
、
通
則
法
が
定
め
る
消
滅
時
効
の
中

断
事
由
の
う
ち
、
更
正
・
決
定
は
租
税
債
務
を
確

定
さ
せ
る
処
分
で
あ
る
。
ま
た
、
民
法
を
準
用
し
、

解
釈
上
承
認
が
あ
っ
た
も
の
と
し
て
中
断
事
由
と

さ
れ
て
い
る
期
限
後
申
告
、
修
正
申
告
も
租
税
債

務
を
確
定
さ
せ
る
行
為
で
あ
る
。
こ
れ
ら
は
、
税

額
を
確
定
さ
せ
る
処
分
・
行
為
で
あ
る
と
共
に
、

中
断
事
由
で
も
あ
る
わ
け
で
あ
る
。

　

中
断
事
由
と
し
た
意
義
は
、
こ
れ
ら
の
更
正
・

決
定
、
申
告
に
係
る
税
額
に
つ
い
て
も
消
滅
時
効

が
法
定
納
期
限
か
ら
進
行
す
る
と
規
定
さ
れ
て
い

る
た
め（
脱
税
に
係
る
も
の
を
除
く
─
─
二
．
２
．（
１
）

参
照
）、
こ
れ
ら
を
中
断
事
由
と
し
、
そ
れ
ま
で

に
進
行
し
た
時
効
を
零
に
し
、
新
た
に
消
滅
時
効

を
進
行
さ
せ
る
こ
と
で
、
こ
れ
ら
に
係
る
税
額
の
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寄　稿

徴
収
に
時
間
的
余
裕
を
与
え
る
こ
と
に
あ
る
。

２
．
進
行
開
始
時
期

　

私
法
上
の
債
権
の
消
滅
時
効
は
、「
権
利
を
行

使
で
き
る
時
」
か
ら
進
行
す
る
（
民
法
一
六
六
条

一
項
）
の
が
原
則
で
あ
り
、
履
行
期
の
あ
る
金
銭

債
権
の
場
合
、
そ
の
履
行
期
が
「
権
利
を
行
使
で

き
る
時
」
で
あ
る
。
国
税
債
権
の
場
合
、「
租
税

債
権
の
債
権
者
で
あ
る
国
が
、
債
務
者
で
あ
る
納

税
義
務
者
に
対
し
租
税
債
務
の
履
行
を
請
求
で
き

る
時
」
が
こ
れ
に
あ
た
る
。

　

通
則
法
は
、
国
税
の
徴
収
権
は
、
法
定
納
期
限

か
ら
五
年
間
行
使
し
な
い
こ
と
に
よ
っ
て
時
効
に

よ
り
消
滅
す
る
（
通
則
法
七
二
条
一
項
）
と
し
て
、

原
則
、
法
定
納
期
限
か
ら
消
滅
時
効
が
進
行
す
る

こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
期
限
内
に
申
告

が
な
さ
れ
て
い
れ
ば
、
法
定
納
期
限
に
税
額
が
確

定
し
、法
定
納
期
限
が
「
履
行
を
請
求
で
き
る
時
」

と
な
る
が
、
期
限
後
申
告
、
修
正
申
告
、
更
正
・

決
定
に
係
る
税
額
（
更
正
・
修
正
申
告
の
場
合
は
、
増

差
税
額
を
意
味
す
る
）
は
、
法
定
納
期
限
に
は
ま
だ

税
額
が
確
定
さ
れ
て
お
ら
ず
、
履
行
を
請
求
で
き

る
状
態
に
は
な
い
。

　

期
限
後
申
告
、
修
正
申
告
に
係
る
税
額
は
、
申

告
の
あ
っ
た
時
に
税
額
が
確
定
し
、
そ
の
日
が
納

期
限
（
通
則
法
三
五
条
二
項
一
号
）（
注
４
）
で
あ

る
か
ら
、
そ
の
時
が
「
履
行
を
請
求
で
き
る
時
」

に
な
る
。
ま
た
、
更
正
・
決
定
に
係
る
税
額
は
、

そ
れ
ら
の
処
分
の
あ
っ
た
日
に
税
額
が
確
定
す
る

が
、
納
期
限
は
そ
れ
ら
の
通
知
書
が
発
せ
ら
れ
た

日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
月
を
経
過
す
る
日

（
通
則
法
三
五
条
二
項
二
号
）
で
あ
る
か
ら
、
そ

の
時
が
「
履
行
を
請
求
で
き
る
時
」
に
な
る
。

　

そ
れ
に
も
係
わ
ら
ず
、
期
限
後
申
告
、
修
正
申

告
、
更
正
・
決
定
に
係
る
税
額
も
、
期
限
内
申
告

に
係
る
税
額
と
同
様
、
法
定
納
期
限
か
ら
消
滅
時

効
が
進
行
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る

（
脱
税
の
う
ち
、
通
則
法
七
三
条
三
項
但
書
の
適

用
が
あ
る
場
合
を
除
く
）。

　

こ
れ
に
つ
い
て
、
法
定
納
期
限
を
経
過
す
れ
ば
、

未
確
定
の
納
税
義
務
に
つ
い
て
も
、
そ
の
内
容
を

確
定
す
る
処
分
を
し
た
う
え
、
督
促
お
よ
び
滞
納

処
分
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
、
一
律
に
時
効

の
起
算
日
を
法
定
納
期
限
と
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

い
た
ず
ら
に
法
律
関
係
を
複
雑
に
す
る
の
を
避
け

る
た
め
で
あ
る
と
説
明
さ
れ
る
が
、一
方
で
「（
法

定
納
期
限
が
到
来
し
た
だ
け
で
は
）
徴
収
権
は
ま

だ
発
生
し
て
い
な
い
の
で
あ
る
か
ら
時
効
だ
け
が

走
り
だ
す
と
い
う
こ
と
は
あ
り
得
な
い
。
…
（
注

５
）（
注
６
）」
と
、
税
額
確
定
前
の
法
定
納
期
限

か
ら
消
滅
時
効
が
進
行
す
る
こ
と
を
批
判
す
る
見

解
が
あ
る
。

※
（
注
４
）
法
定
納
期
限
と
納
期
限

　

租
税
を
納
付
す
べ
き
期
限
を
納
期
限
と
い
う
。
そ
の
う

ち
、
法
律
が
本
来
の
納
期
限
と
し
て
予
定
し
て
い
る
期
限

を
法
定
納
期
限
と
い
う
（
通
則
法
三
五
条
一
項
）。
所
得

税
の
確
定
申
告
に
係
る
税
額
で
あ
れ
ば
翌
年
の
三
月
一
五

日
、
法
人
税
の
確
定
申
告
に
係
る
税
額
で
あ
れ
ば
事
業
年

度
終
了
の
日
か
ら
二
月
を
経
過
す
る
日
な
ど
が
こ
れ
に
あ

た
る
。
こ
れ
に
対
し
、
そ
の
日
ま
で
に
納
付
し
な
け
れ
ば

履
行
遅
滞
を
生
じ
、
督
促
の
う
え
滞
納
処
分
を
受
け
る
こ

と
に
な
る
期
限
を
具
体
的
納
期
限
と
い
う
。

　

期
限
内
に
申
告
が
な
さ
れ
て
い
れ
ば
、
法
定
納
期
限
と

具
体
的
納
期
限
が
一
致
す
る
が
、
期
限
後
申
告
、
修
正
申

告
が
あ
っ
た
場
合
は
申
告
の
あ
っ
た
日
、
更
正
・
決
定
が

あ
っ
た
場
合
は
、
通
知
書
が
発
せ
ら
れ
た
日
の
翌
日
か
ら

起
算
し
て
一
月
を
経
過
す
る
日
が
具
体
的
納
期
限
と
な
る
。

　

具
体
的
納
期
限
の
こ
と
を
、
法
令
上
、
単
に
納
期
限
と

呼
ん
で
い
る
。
本
文
で
納
期
限
と
あ
る
の
は
、
こ
の
具
体

的
納
期
限
の
こ
と
で
あ
る
。

※
（
注
５
）
中
川
一
郎
外
編
「
コ
ン
メ
ン
タ
ー
ル
国
税
通

則
法
」
Ｊ
二
三
四
頁
（
下
村
芳
夫
著
「
徴
収
権
の
消
滅
時

効
」
一
九
三
頁
引
用
文
か
ら
）

※
（
注
６
）
法
定
納
期
限
か
ら
時
効
が
進
行
す
る
こ
と
、

更
正
・
決
定
が
中
断
事
由
で
あ
る
こ
と
を
説
明
す
る
た
め

に
、
徴
収
権
を
租
税
実
体
法
上
の
租
税
債
権
そ
の
も
の
と

広
義
に
解
す
る
説
（
須
貝
脩
一
「
租
税
債
権
の
期
間
制
限
」

税
法
学
一
三
二
号
六
頁
）
が
あ
る
。
こ
の
説
に
従
え
ば
、

租
税
債
権
は
法
定
納
期
限
に
は
成
立
し
、
更
正
・
決
定
等

の
処
分
は
租
税
債
権
を
確
定
す
る
た
め
の
手
続
上
の
権
限

に
過
ぎ
な
い
こ
と
に
な
る
。

　

し
か
し
、
こ
の
説
に
従
う
と
通
則
法
七
一
条
の
説
明
に

困
難
が
生
じ
る
。同
条
一
項
に
よ
れ
ば
、七
〇
条
の
更
正
・

決
定
の
期
間
制
限
経
過
後
で
あ
っ
て
も
、
裁
決
等
に
よ
る

原
処
分
の
異
動
等
に
よ
っ
て
、
異
動
を
生
ず
べ
き
税
額
に

つ
い
て
は
、
当
該
裁
決
等
の
あ
っ
た
日
か
ら
六
ヶ
月
間
は

更
正
・
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
こ
れ
は
法
定
納
期
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限
に
遡
っ
て
消
滅
し
た
は
ず
の
租
税
債
権
に
つ
い
て
、
賦

課
権
が
復
活
す
る
と
い
う
こ
と
を
意
味
し
、
理
論
的
に
説

明
が
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
。（
下
村
芳
夫
著
「
徴
収
権

の
消
滅
時
効
」
一
八
七
頁　

布
川
要
約
）

３
．
進
行
開
始
時
期
に
つ
い
て
考
え
て
み
た

　

そ
こ
で
、
履
行
を
請
求
で
き
る
時
で
あ
る
納
期

限
（
期
限
内
申
告
の
場
合
は
法
定
納
期
限
、
期
限
後
申
告

の
場
合
は
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
日
、
更
正
・
決
定
の
場

合
は
通
知
書
が
発
せ
ら
れ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一

月
を
経
過
す
る
日
）
か
ら
消
滅
時
効
を
進
行
さ
せ
る

こ
と
に
す
る
と
ど
う
な
る
の
だ
ろ
う
か
。

　

仮
に
、
そ
う
な
れ
ば
、
租
税
債
務
を
確
定
さ
せ

る
行
為
又
は
処
分
で
あ
る
期
限
後
申
告
、
修
正
申

告
、
更
正
・
決
定
を
あ
え
て
中
断
事
由
と
し
新
た

に
時
効
が
進
行
す
る
と
構
成
す
る
必
要
が
な
く
な

る
。
こ
れ
ら
に
係
る
税
額
は
、
こ
れ
ら
の
申
告
、

処
分
に
よ
り
確
定
し
、
そ
れ
ぞ
れ
前
記
納
期
限
に

時
効
の
進
行
が
開
始
す
る
こ
と
に
な
る
（
中
断
後

の
消
滅
時
効
の
進
行
開
始
で
は
な
く
、
原
始
的
に
時
効
が

進
行
す
る
）（
注
７
）。

　

そ
し
て
、
通
則
法
七
三
条
の
う
ち
、
停
止
を
は

じ
め
法
定
納
期
限
か
ら
時
効
が
進
行
す
る
こ
と
を

前
提
に
定
め
ら
れ
て
い
る
規
定
は
必
要
な
い
こ
と

に
な
る
が
、
同
条
三
項
の
停
止
に
代
え
、
脱
税
の

消
滅
時
効
は
七
年
と
す
る
旨
の
規
定
は
お
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
（
注
８
）。

※
（
注
７
）
期
限
後
申
告
、
修
正
申
告
も
承
認
が
あ
っ
た

も
の
と
し
て
中
断
事
由
と
さ
れ
て
い
る
が
、
承
認
と
は
既

に
確
定
し
て
い
る
債
務
に
つ
い
て
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る

か
ら
、
こ
れ
ら
の
申
告
に
よ
り
税
額
が
確
定
す
る
と
の
立

場
に
立
て
ば
、
税
額
を
確
定
す
る
行
為
で
あ
っ
て
中
断
事

由
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

※
（
注
８
）
租
税
債
権
の
成
立
か
ら
確
定
ま
で
を
時
系
列

的
に
お
よ
そ
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

ま
ず
、
租
税
債
権
債
務
関
係
を
「
抽
象
的
租
税
債
権
債

務
関
係
」
と
「
具
体
的
租
税
債
権
債
務
関
係
」
に
区
分
す

る
。
通
則
法
一
五
条
二
項
に
定
め
る
時
に
成
立
す
る
の
が

「
抽
象
的
租
税
債
権
債
務
関
係
」
で
あ
る
。
例
え
ば
、
所

得
税
は
暦
年
の
終
了
の
時
、
法
人
税
は
事
業
年
度
終
了
の

時
と
な
る
。
源
泉
徴
収
に
よ
る
国
税
等
、
同
法
三
項
に
列

挙
す
る
国
税
は
、
例
外
的
に
成
立
と
同
時
に
税
額
が
確
定

す
る
か
ら
、「
抽
象
的
租
税
債
権
債
務
関
係
」
と
次
の
「
具

体
的
租
税
債
権
債
務
関
係
」
が
同
時
期
に
成
立
す
る
。
そ

し
て
、
通
則
法
一
六
条
に
よ
り
税
額
が
確
定
す
る
と
「
具

体
的
租
税
債
権
債
務
関
係
」
が
成
立
す
る
。
同
条
に
よ
れ

ば
、
申
告
納
税
方
式
の
場
合
は
申
告
、
更
正
・
決
定
に
よ

り
、
賦
課
課
税
方
式
の
場
合
は
、
賦
課
決
定
処
分
に
よ
り

税
額
が
確
定
す
る
こ
と
に
な
る
。（
下
村
芳
夫
著
「
徴
収

権
の
消
滅
時
効
」
一
八
三
頁
〜
一
八
四
頁　

布
川
要
約
）

　

本
文
で
述
べ
て
い
る
「
履
行
を
請
求
で
き
る
時
で
あ
る

納
期
限
」
と
は
、
少
な
く
も
前
記
「
具
体
的
租
税
債
権
債

務
関
係
」
成
立
以
降
と
な
る
（
次
頁
図
参
照
）。

お
わ
り
に

　

今
回
の
税
務
調
査
手
続
の
改
正
で
目
に
す
る
機

会
の
多
い
国
税
通
則
法
で
あ
る
が
、
日
常
業
務
に

係
る
こ
と
の
多
い
法
人
税
、
所
得
税
等
の
実
体
法

に
比
べ
、
手
続
法
は
普
段
意
識
さ
れ
る
こ
と
が
少

な
い
。

　

私
法
上
の
債
権
の
消
滅
時
効
と
比
較
し
な
が
ら
、

国
税
の
消
滅
時
効
を
中
心
に
整
理
し
て
み
た
。

　

脱
税
に
つ
き
通
則
法
七
三
条
但
書
の
適
用
が
あ

る
場
合
を
除
き
、
期
限
後
申
告
、
修
正
申
告
、
更

正
・
決
定
に
係
る
税
額
が
期
限
内
申
告
と
同
様
、

法
定
納
期
限
か
ら
消
滅
時
効
が
進
行
す
る
こ
と
、

こ
れ
ら
の
行
為
又
は
処
分
が
中
断
事
由
で
あ
る
こ

と
が
特
徴
的
で
あ
る
。

　

な
お
、
マ
ス
コ
ミ
等
で
「
時
効
の
壁
に
阻
ま
れ

課
税
が
出
来
ず･･･

」
と
の
表
現
を
見
聞
き
す
る

こ
と
が
あ
る
が
、「
更
正
・
決
定
の
期
間
制
限
の

壁
に
阻
ま
れ･･･

」
が
正
し
い
。

　

時
効
云
々
は
、
課
税
が
終
わ
っ
た
後
の
話
で
あ

る
。「
い
つ
ま
で
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
」

と
、「
確
定
し
た
税
額
は
い
つ
ま
で
徴
収
す
る
こ

と
が
で
き
る
の
か
」
を
区
分
し
て
理
解
し
て
お
か

な
け
れ
ば
い
け
な
い
。
前
者
が
通
則
法
七
〇
条
（
国

税
の
更
正
・
決
定
の
期
間
制
限
─
─
時
効
期
間
で

は
な
く
中
断
の
な
い
除
斥
期
間
）、
後
者
が
通
則

法
七
二
条
（
国
税
の
徴
収
権
の
消
滅
時
効
）
の
問

題
で
あ
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

■
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【事  例】

法人税（事業年度4月1日〜3月31日とする）

所得税

〈期限内申告の場合 ─平成24年5月20日に申告書を提出したものとする〉

〈期限内申告の場合 ─平成24年3月10日に申告書を提出したものとする〉

〈期限後申告・修正申告の場合 ─平成27年7月31日に申告書を提出したものとする〉

〈期限後申告・修正申告の場合 ─平成27年7月31日に申告書を提出したものとする〉

〈更正・決定の場合 ─平成27年7月31日に更正・決定の通知書が発送されたものとする〉

〈更正・決定の場合 ─平成27年7月31日に更正・決定の通知書が発送されたものとする〉

◦納税義務の成立
◦抽象的租税債権
債務関係の成立

◦納税義務の成立
◦抽象的租税債権
債務関係の成立

◦納税義務の成立
◦抽象的租税債権
債務関係の成立

◦納税義務の成立
◦抽象的租税債権
債務関係の成立

◦納税義務の成立
◦抽象的租税債権
債務関係の成立

◦納税義務の成立
◦抽象的租税債権
債務関係の成立

◦具体的租税債権
債務関係の成立

◦具体的租税債権
債務関係の成立

◦具体的租税債権債務関係の成立

◦具体的租税債権債務関係の成立

◦具体的租税債権
債務関係の成立

◦具体的租税債権
債務関係の成立

申告書提出

申告書提出

申告書提出

申告書提出

通知書発送

通知書発送

◦納税義務の履行を
　請求できる時の開始

◦納税義務の履行を
　請求できる時の開始

◦納税義務の履行を
　請求できる時の開始

◦納税義務の履行を
　請求できる時の開始

◦納税義務の履行を
　請求できる時の開始

◦納税義務の履行を
　請求できる時の開始

平成23年
4月1日

平成23年
1月1日

平成23年
4月1日

平成23年
1月1日

平成23年
4月1日

平成23年
1月1日

平成24年
3月31日

平成24年
12月31日

平成24年
3月31日

平成24年
12月31日

平成24年
3月31日

平成24年
12月31日

平成24年
5月20日

平成24年
3月10日

（法定納期限）
（（具体的）納期限）
平成24年
5月31日

（法定納期限）
（（具体的）納期限）
平成24年
3月15日

（法定納期限）
平成24年
5月31日

（法定納期限）
平成24年
3月15日

（法定納期限）
平成24年
5月31日

（法定納期限）
平成24年
3月15日

（（具体的）納期限）
平成27年
7月31日

（（具体的）納期限）
平成27年
7月31日

平成27年
7月31日

（（具体的）納期限）

（（具体的）納期限）
平成27年
7月31日

平成27年
8月31日

平成27年
8月31日

 1月

 1月
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